
利用者負担
新制度における利用者負担については、世
帯の所得の状況その他の事情を勘案して定め
ることとされており、従来の幼稚園・保育所
の利用者負担の水準を基に国が定める水準を
限度として、実施主体である市町村が定める
こととしている。第1-2-9図の国が定めた水
準は、従来の私立施設の保育料設定を基礎と

して、①教育標準時間認定（1号認定）を受
ける子供については、従来の幼稚園就園奨励
費を考慮し、また②保育認定（2・3号認定）
を受ける子供については、従来の保育所運営
費による保育料設定を考慮し設定したもので
あり、1号給付、2・3号給付それぞれにおい
て、施設・事業の種類を問わず同一の水準と
なっている。

	第1-2-9図	 利用者負担額

※ 小学校３年以下の範囲において、最年長の子供から順に
２人目は上記の半額、３人目以降については０円とする。

※ ただし、給付単価を限度とする。
※ なお、平成 年度の保育料等の額が市町村が定める利
用者負担額よりも低い私立幼稚園・認定こども園について
は、現在の水準を基に各施設で定める額とすることも認め
る（経過措置）。

階層区分 利用者負担 

①生活保護世帯 ０円 

②市町村民税 
 非課税世帯 
(所得割非課税世帯含む) 

３，０００円 

③市町村民税 
 所得割課税額 
 77,100円以下 

１６，１００円 

④市町村民税 
 所得割課税額 
 211,200円以下 

２０，５００円 

⑤市町村民税 
 所得割課税額 
 211,201円以上 

２５，７００円 

階層区分 
利用者負担 

保育標準時間 保育短時間 

①生活保護世帯 ０円 ０円 

②市町村民税 
 非課税世帯 

６，０００円 ６，０００円 

③所得割課税額 
 48,600円未満 

１６，５００円 １６，３００円 

④所得割課税額 
 97,000円未満 

２７，０００円 ２６，６００円 

⑤所得割課税額 
 169,000円未満 

４１，５００円 ４０，９００円 

⑥所得割課税額 
 301,000円未満 

５８，０００円 ５７，１００円 

⑦所得割課税額 
 397,000円未満 

７７，０００円 ７５，８００円 

⑧所得割課税額 
 397,000円以上 

１０１，０００
円 

９９，４００円 

※ 満３歳に到達した日の属する年度中の２号認定の利用者負担額は、３号認定の額を適用する。
※ 小学校就学前の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子供から順に２人目は上記の半
額、３人目以降については０円とする。

※ ただし、給付単価を限度とする。

利用者負担 

保育標準時間 保育短時間 

０円 ０円 

９，０００円 ９，０００円 

１９，５００円 １９，３００円 

３０，０００円 ２９，６００円 

４４，５００円 ４３，９００円 

６１，０００円 ６０，１００円 

８０，０００円 ７８，８００円 

１０４，０００
円 

１０２，４００
円 

教育標準時間認定の子供 
（１号認定） 

保育認定の子供 
（２号認定：満３歳以上） （３号認定：満３歳未満） 

平成 年度における特定教育・保育施設等の利用者負担（月額）

○ 平成27年度予算に基づき国が定める利用者負担の上限額基準（国庫（都道府県）負担金の精算基準）は、以下のとおり。 

○ また、ひとり親世帯等、在宅障害児（者）のいる世帯、その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯）の子供については、第2階
層は0円、第3階層は上記額より1,000円減とする。 

資料：内閣府資料
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を図る観点から少子化対策や子育て支援施策
の企画立案・総合調整を行う。また、子ど
も・子育て支援法に基づく給付等や児童手当
など子育て支援に係る財政支援の一元的な実
施を担うとともに、認定こども園制度を文部
科学省、厚生労働省と共管している。

実施体制
2015（平成27）年4月の新制度の施行開始
と併せ、内閣府に子ども・子育て本部が発足
した。子ども・子育て本部は、内閣府特命担
当大臣を本部長とし、行政各部の施策の統一

	第1-2-10図	 子ども・子育て本部

内閣府子ども・子育て本部

【主な業務】

○子ども・子育て支援のための基本的な政策・少子化の進展への対処に係る企

画立案・総合調整

・少子化に対処するための施策の大綱の作成及び推進 等

○子ども・子育て支援法に基づく事務

・子ども・子育て支援給付等（認定こども園、保育所、幼稚園に対する施設型

給付及び委託費、地域型保育給付、児童手当）

・地域子ども・子育て支援事業に係る交付金 等

○認定こども園法に基づく事務（共管）

・認定こども園制度に係る一元的窓口

・幼保連携型認定こども園への指導・監督 等

内閣府特命担当大臣 
【必置、子ども・子育て本部長】 

総合調整

子ども・子育て本部（２０１５（平成２７）年４月～）を中心とした体制について

厚生労働省 文部科学省
【主な業務】

○学校教育法及び私立学校振興助成法に基づく事務

・幼稚園に係る基準、指導監督

・幼稚園教諭に関する事項

・私学助成に係る事務（新制度に移行しない私立

幼稚園に対する補助等） 等

○認定こども園法に基づく事務（共管） 等

学校教育法体系との連携児童福祉法体系との連携

【主な業務】

○児童福祉法に基づく事務

・保育所、地域型保育、地域子ども・子育て支援事

業に係る基準、指導監督

・保育士に関する事項 等

○認定こども園法に基づく事務（共管） 等

総合調整

資料：内閣府資料
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